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「いわき市環境基本計画（第二次）一部改定版」（以下、「計画」という。）では、めざして

いく環境都市像「人と自然が共生するまち 循環都市いわき」の実現に向け、「低炭素社会づ

くり」、「循環型社会づくり」、「自然共生社会づくり」及び「原子力災害からの環境回復」の

４つの基本目標を掲げるとともに、「環境優先」、「環境管理」の２つの考え方をあらゆる施策

展開の基本に据え、総合的な施策展開を図ることとし、計画の進捗状況を把握するため、39

の「環境指標」において数値目標を設定しています。 

（平成 28年２月改定 計画期間：平成 28 年度（2016 年度）～平成 32年度（2020 年度）） 
 

なお、平成 28 年２月の計画改定時に、「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく「い

わき市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」や「いわき市地球温暖化対策実行計画（事務

事業編）（＝いわき市循環型オフィスづくり行動計画）」など、環境関連の個別計画について、

市民や事業者の皆様が本市の環境施策を一体的に把握できるよう本計画に統合しています。 
 

この「年次報告書」は、「いわき市環境基本条例」第９条に基づき、平成 30 年度（2018 年

度）における施策の実施状況について取りまとめたものであります。また、「いわき市循環型

オフィスづくり行動計画」の実施状況報告書も兼ねるものであります。 
 

この結果をもとに、外部有識者からなる「いわき市環境審議会」や庁内組織である「いわ

き市環境調整会議」の２つの組織を軸として、ＰＤＣＡサイクルに基づく進行管理を行い、

環境保全に関する施策の継続的な改善と総合的調整を図っていきます。 
 

 
  

 

 

 

 

「気候変動」と「エネルギー・資源」 

「気候変動」 

と「生態系」 

低炭素社会 
温室効果ガス 

排出量削減 

循環型社会 
３Ｒを通じた 

資源循環 

自然共生社会 
自然の恵みの 

享受と継承 

人と自然が共生するまち 

循環都市いわき 

環境優先 環境管理 

推 進 の 仕 組 み 

協働 支援 率先 

環境 

審議会 
環境指標 

環境 

調整会議 

計画の 

見直し 

 

原子力災害 

からの 

環境回復 
空間線量モニタリング 

・除染 

「放射性物質」と「生態系」 

「放射性物質」 

と「ごみ処理」 

「生態系」と 

「環境負荷」 

「エネルギー」と 

「原子力発電に 

依存しない社会」 
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いわき市環境基本計画（第二次）一部改定版の目標 
 

 

 

基本目標 １ 低炭素社会づくり 

地球温暖化によって、異常気象の頻発、気候システムの急激な転換といった影響を起こすの

みならず、生態系への影響に加え、水不足、農業への打撃、感染症の増加、災害の激化など私

たちの経済・社会活動に様々な悪影響が複合的に生じる可能性が指摘されています。世界的に

は、既にそれらの悪影響が生じている地域もあり、今後の気温上昇に従って、より深刻な悪影

響が拡大していくことが予測されています。 

この地球温暖化の危機に対応するため、化石燃料の使用抑制などの発生源対策や、緑地保全・

森林整備などの吸収源対策の取組みにより、これまでより温室効果ガスの排出が少ない「低炭

素社会」を目指します。 
 

基本目標 ２ 循環型社会づくり 

大量生産・大量消費・大量廃棄型の社会経済活動は、地球上の有限の資源を浪費し、健全な

物質循環を阻害する側面を有しており、天然資源の枯渇や価格高騰による資源制約への懸念、

天然資源収奪による環境破壊、有害廃棄物の不適正処理などによる環境汚染などの問題を引き

起こしています。 

この資源の浪費による危機に対応するため、資源採取、生産、流通、消費、廃棄などの社会

経済活動の全段階を通じて、廃棄物の発生抑制や循環資源の利用などの取組みにより、環境へ

の負荷をできる限り少なくする「循環型社会」を目指します。 
 

基本目標 ３ 自然共生社会づくり 

自然環境は、その中に息づく多様な生物が、様々な自然の状態に適応しながら、微妙なバラ

ンスのもと、生態系の中でそれぞれ役割を担い相互に影響しあうことによって、長い年月をか

けて形成されてきたものです。 

私たち人間のみならずあらゆる生物は、生物の多様性が保たれた豊かな自然環境から、食料

や水の供給、安定した気候、美しい景観など、様々な恩恵を受けて生きています。 

しかし、生物の生息・生育環境が人間活動による土地改変や環境汚染などにより大きく損な

われ、種の絶滅のおそれ、里地里山における人間の働きかけの後退による生態系の劣化、外来

生物による在来の生態系のかく乱、美しい景観の損失などの問題が引き起こされています。 

この生態系の危機に対応するため、生物多様性が適切に保たれ、自然の循環に沿う形であら

ゆる社会経済活動を自然に調和したものとし、また様々な自然とのふれあいの機会を確保する

ことにより、自然の恵みを将来にわたって享受できる「自然共生社会」を目指します。 

 

基本目標 ４ 原子力災害からの環境回復 

東北地方太平洋沖地震に伴う福島第一原子力発電所の事故により、大量の放射性物質が放出

され、広範囲にわたって環境が汚染され、また、多くの市民が放射能に対する不安を抱えなが

らの生活を余儀なくされました。 

人と自然が共生するまち 循環都市いわき 
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市民が安全に、安心して生活できるよう、健全で恵み豊かな環境を確保・継承することは、

東日本大震災からの復興や健全な社会活動、さらには上述の「低炭素社会づくり」、「循環型社

会づくり」、「自然共生社会づくり」を実現する上での基盤となるものです。 

空間線量モニタリング、除染及び汚染廃棄物の適正処理を通じ、放射性物質による環境汚染

と市民の不安を払拭し、市復興ビジョンに掲げる「原子力災害を克服する」並びに市総合計画

基本構想に掲げる「誰もが安全に、安心して暮らせるまち」を具現化するため、「原子力災害か

らの環境回復」を目指します。 

  施 策 体 系 一 覧  

大項目 中項目 小項目 

第１節 

 

低炭素社会 

づくり 
 

【いわき市地球温

暖化対策実行計画

-区域施策編- 

(第二次)】 

１ 再生可能エネルギー 

利用の推進 

再生可能エネルギー等の普及促進 

エネルギーの有効活用 

２ 省エネルギー対策 

の推進 

省エネルギー行動の促進 

省エネルギー機器等の普及促進 

３ 環境負荷の少ない 

都市空間の形成 

エネルギー使用効率の良い都市 

及び交通の整備 

緑化・適切な森林整備の推進 

廃棄物の発生抑制及び循環型社会の形成 

第２節 

 

循環型社会 

づくり 

１ 発生抑制を主眼とした 

３Ｒ（リデュース・リユー

ス・リサイクル）の推進 

リデュース（発生抑制）の推進 

リユース（再使用）の推進 

リサイクル（再生利用）の推進 

２ 発生した廃棄物の 

適正処理 

一般廃棄物の適正処理 

産業廃棄物の適正処理 

３ まちの美化と 

不法投棄の防止 

まちの美化 

不法投棄の防止 

第３節 

 

自然共生社会 

づくり 

１ 生物多様性・ 

自然環境の保全 

生物多様性の保全・持続可能な利用 

森林・農地・河川等の保全 

緑地の保全・緑化の推進 

景観・天然記念物等の保全 

２ 動植物の保護及び管理 

希少野生動植物の保護 

鳥獣被害への対応 

特定外来生物の移植・移入の回避 

飼養動物の愛護及び管理 

３ 自然との 

ふれあいの推進 

自然とふれあう場の維持管理及び活用 

自然とふれあう機会の創出 

４ 大気、水等の保全 

大気環境の保全 

水環境の保全 

土壌・地下水環境の保全 

騒音・振動、悪臭の防止 

化学物質対策の推進 

第４節 

原子力災害から

の環境回復 

１ 空間線量モニタリング 

及び除染 

空間線量モニタリング等の実施 

除染の実施及び汚染廃棄物の処理 

市民への情報提供等 
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計画推進の仕組み 
 

計画を着実に推進し、めざしていく環境都市像「人と自然が共生するまち 循環都市い

わき」の実現を図るためには、市民、事業者及び市などあらゆる主体が適正な役割分担の

下、お互いに連携・協力しながら自主的かつ積極的に環境の保全に取り組んでいく必要が

あります。 

市では、計画の実効性を高めるため、「協働」、「支援」、「率先」の観点から、各主体が自

主的かつ積極的に活動していくための体制整備（仕組みづくり）を進めていきます。 

 

 

 推 進 体 系 一 覧  

大項目 中項目 小項目 

第１節 

 

計画推進の 

仕組み 

１ 協働による環境保全 

各主体との協働 

各主体間の連携 

関係機関との連携 

２ 環境配慮活動に対する

支援 

環境情報の収集及び提供 

環境教育・環境学習の推進 

環境に配慮した市民活動の促進 

環境に配慮した事業活動の促進 

３ 市の率先した環境配慮 
 

【いわき市地球温暖化対策実行

計画-事務事業編-(第５次循環

型オフィスづくり行動計画)】 

環境配慮行動の推進 

公共施設の整備・管理運営などにおける 

環境配慮 

職員の環境配慮意識の向上 

庁内の体制整備 
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平成 30 年度いわき市環境基本計画（第二次）一部改定版年次報告書における環境指標一覧 

 

 平成 30年度における 39 の環境指標の実績値は次のとおりです。 

 

※１： 基準値は平成17年度。実績値は温室効果ガス排出量の推計に用いる都道府県別エネルギー消費統計デ

ータ（資源エネルギー庁）の公表時期に連動するため２年遅れのものとなっております。なお、平成28

年12月に公表された都道府県別エネルギー消費統計データにおいて、過去公表データの遡及改定が行わ

れたことなどから、基準値・実績値・目標値について、遡及改定値を用いて再推計した値に修正してお

ります。 

※２： 福島県の調査結果に基づき実績値を算定するため、基準年度は平成25年度、実績値は平成27年度・平

成28年度、目標値は令和元年度となります。 

 

  

平成29年度 平成30年度

　１　再生可能エネルギー利用の推進

1 太陽光発電導入量（累計値） 環境企画課 kW 15,221 28,000 20,918 22,385 △

2
木質バイオマス熱利用
導入量（累計値）

環境企画課 GJ 10,549 11,570 11,094 11,145 △

3
化石エネルギー消費削減量
（原油換算時）

環境企画課 kl 16,184 19,577 17,683 18,100 △

　２　省エネルギー対策の推進

（平成17年度） （令和２年度） （平成27年度） （平成28年度）

1.71 1.69 1.80 1.71 △

（平成17年度） （令和２年度） （平成27年度） （平成28年度）

389.4 389.4 354.2 356.5 ◎

　３　環境負荷の少ない都市空間の形成

6 一人当たりの都市公園面積 公園緑地課 ㎡ 15.63 16.97 14.85 16.57 ○

7 造林事業実施面積（累計値） 林務課 ha 15,007.70 17,289.80 15,639.25 15,869.01 △

　１　発生抑制を主眼とした３Ｒの推進

8
一人一日当たりの
ごみ排出量

ごみ減量推進課 g/人･日 1,067 950 1,020 1,002 △

9 リサイクル率 ごみ減量推進課 ％ 18.7 24.0 22.3 22.4 ○

　２　発生した廃棄物の適正処理

（平成25年度） （令和元年度） （平成28年度） （平成29年度）

3,371 3,367 3,207 3,326 ◎

（平成25年度） （令和元年度） （平成28年度） （平成29年度）

95 94 95 95 ◎

　３　まちの美化と不法投棄の防止

12 クリンピー応援隊参加者数 ごみ減量推進課 人/年 5,440 5,600 5,657 5,670 ◎

13 不法投棄（通報）件数 廃棄物対策課 件/年 488 410 486 483 △

廃棄物対策課 千t/年

11

5
自家用車利用に伴う温室
効果ガス排出量　※注1

環境企画課 千t-CO2/年

第
３
章
　
施
　
策

第
１
節
　
低
炭
素
社
会
づ
く
り

4
家庭から排出される
市民一人当たりの温室効果
ガス排出量　※注1

環境企画課 t-CO2/年

産業廃棄物減量化・再生
利用率　※注2

廃棄物対策課 ％

第
２
節
　
循
環
型
社
会
づ
く
り

10
産業廃棄物排出量
※注2

基準値
(平成26年度)

目標値
(令和２年度）

実績値
平成30

年度の

目標達

成状況

No 環境指標名 関係課等 単位
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平成29年度 平成30年度

　１　生物多様性・自然環境の保全

14
中山間地域等直接支払交付対
象面積

農業振興課 ha/年 1,188 1,199 1,193 1,202 ◎

15 エコファーマー認定者数 農業振興課 人/年 646 1,100 452 406 ×

16 緑地協定面積 公園緑地課 ha 197.28 239.76 197.28 197.28 △

17 保存樹林面積 公園緑地課 ha 6.04 6.00 6.04 6.04 ◎

　２　動植物の保護及び管理

18 野生動植物等調査種類数 環境企画課 種 0 25 32 48 ◎

19 イノシシの推定生息数 環境企画課 頭 10,290 1,092 7,157 5,549 △

　３　自然とのふれあいの推進

20 海水浴場水質判定基準 環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

21
環境アドバイザー派遣事業の受
講者数

環境企画課 人 8,687 20,000 10,501 12,307 △

22 自然体験イベントの開催数 環境企画課 回/年 22 30 25 29 ○

　４　大気・水等の保全

23 大気環境基準達成率 環境監視センター ％ 88.2 100.0 87.3 87.3 △

24 地下水環境基準達成率 環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

25 水質（河川）環境基準達成率 環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

26 水質（海域）環境基準達成率 環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

27 騒音（一般）環境基準達成率 環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

28 騒音（交通）環境基準達成率 環境監視センター ％ 98.1 100.0 94.5 98.2 △

29
ダイオキシン類環境基準
達成率

環境監視センター ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎

30 汚水処理人口普及率 経営企画課 ％ 83.0 94.0 88.3 85.3 ×

基準値
(平成26年度)

目標値
(令和２年度）

実績値
平成30

年度の

目標達

成状況

第
３
章
　
施
　
策

第
３
節
　
自
然
共
生
社
会
づ
く
り

No 環境指標名 関係課等 単位
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目標達成状況の表記について 

◎ 
平成 30 年度の実績値が、令和 2年度目標値を達成している。 

(達成率：平成 30 年度時点で 100％以上) 

○ 
平成 30 年度の実績値が、令和 2年度目標値の達成に向け順調に進んでいる。 

(達成率：平成 30 年度時点で 67％以上 100％未満) 

△ 
平成 30 年度の実績値が、前年度から前進している。 

(達成率：平成 30 年度時点で 67％未満) 

× 
平成 30 年度の実績値が、前年度から後退している。 

(達成率：平成 30 年度時点で 67％未満) 

 

※ 基準年度が平成 26 年度、目標年度が令

和 2 年度であるため、平成 30 年度で達成

率が 67％以上のものを順調（○）と表記し

ています。 

 

平成29年度 平成30年度

　１　空間線量モニタリング及び除染

31
年間追加被ばく線量が１mSv以
下となる地点の割合

除染対策課 ％ 98.2 100.0 100.0 100.0 ◎

32 住宅除染進捗率 除染対策課 ％ 33.8 100.0 100.0 100.0 ◎

　１　協働による環境保全

33
ISO14001・エコアクション21
認証取得事業所数

環境企画課 件 75 85 83 87 ◎

　２　環境配慮活動に対する支援

34 こどもエコクラブ会員数 環境企画課 人 847 2,700 922 922 △

35
森林ボランティア活動等
参加者数

林務課 人/年 626 1,000 850 764 ×

　３　市の率先した環境配慮

36 市役所等における電気使用量 環境企画課 千kWh/年 93,779 89,091 92,861 93,388 ×

37
再生可能エネルギー
率先導入件数

環境企画課 件 73 増加を目指す 118 120 ◎

38 紙（コピー用紙）の使用量 環境企画課 t/年 230 219 317 330 ×

39
市本庁舎・東分庁舎からの
ごみ排出量

総務課 t/年 201 191 183 197 ×

No 環境指標名 関係課等 単位
基準値

(平成26年度)
目標値

(令和２年度）

実績値
平成30

年度の

目標達

成状況

第
４
章
　
推
　
進

第
１
節
　
計
画
推
進
の
仕
組
み

第

４

節

　

原

子

力

災

害

か

ら

の

環

境

回

復
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施策 １  再生可能エネルギー利用の推進  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 再生可能エネルギー等の普及促進 

環境負荷軽減機器 

導入促進補助事業 

住宅に環境負荷軽減に資する機器を設置した市民を対象に、設

置費用の一部を補助しました。 

【実績】（平成30年度） 

対象機器 補助実績 補助単価 

太陽光発電システム 277件 
１万円/kW 

(上限４万円) 

ペレットストーブ ３件 ５万円/台 
 

風力関連産業推進事業 

風力関連産業の集積に向けた企業誘致・情報収集を、官民連携

のもと実施するとともに、東京大学先端科学研究センターと連携

協定を締結し、福島高専の生徒を対象とした人材育成事業を実施

しました。 

バッテリーバレー 

推進事業 

バッテリーを活用した技術開発支援を実施するとともに、EVア

カデミーを開催しました。 

エネルギー分野に関する

取組みをまちづくりに生

かすための総合調整 

風力や水素といった次世代エネルギーの活用等に係る取組みに

ついて、関係部署が情報共有を図りながら連携して取組みの方向

性を検討するため、関係部署による検討会議を実施しました。 

 

⑵ エネルギーの有効利用 

環境負荷軽減機器導入促

進補助事業 

住宅に環境負荷軽減に資する機器を設置した市民を対象に、設

置費用の一部を補助しました。 

【実績】（平成30年度） 

対象機器 補助実績 補助単価 

定置用リチウムイオン蓄電 

システム 
21件 

２万円/kWh 

 (上限10万円) 

家庭用燃料電池コージェネレー

ションシステム（エネファーム） 
25件 10万円/台 

 

 

 

  



第３章 第１節 低炭素社会づくり 

 

10 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

１ 太陽光発電導入量（注） kW 15,221 28,000 20,918 22,385 △ 

２ 
木質バイオマス熱利用
導入量（注） 

GJ 10,549 11,570 11,094 11,145 △ 

３ 
化石エネルギー消費 
削減量(原油換算時) 
（注） 

kl 16,184 19,577 17,683 18,100 △ 

 （注）各年度におけるそれまでの累計値 

 

⑵ 現状や課題 

 「太陽光発電導入量」は、基準年度から前進しており、前年度と同様の伸び率となってい

ます。 

 「木質バイオマス熱利用導入量」は、基準年度から前進していますが、前年度実績値との

比較では、伸び率が鈍化しております。これは、公共施設への新規導入件数が少なかったこ

とが要因です。 

 「化石エネルギー消費削減量(原油換算時)」は、太陽光発電導入量の増加に伴い、基準年

度からは前進しており、前年度と同様の伸び率となっています。 

 

 

今後の取組み                                 

○ 本市は、「いわき市復興ビジョン」において、「再生可能エネルギーの導入を推進し、原子力

発電に依存しない社会を目指す」こととしていることから、「2040年頃を目途に、県内のエネル

ギー需要量の100％以上に相当する量のエネルギーを再生可能エネルギーで生み出す県を目指

す」という目標を掲げている福島県と連携して、再生可能エネルギーの一層の導入拡大を図る

必要があり、今後も、長い日照時間や豊富な森林資源を活用しながら、太陽光と木質バイオマ

スを中心とした再生可能エネルギーの導入を積極的に推進していきます。 

○ また、再生可能エネルギー、特に風力発電については、今後浜通り地域に多く風力発電施設

が整備されることなどに伴う、風力メンテナンス需要の増加をはじめ、世界規模で風力関連市

場の拡大が見込まれること、風力発電施設が多くの電気・機械部品から構成され、本市のもの

づくり産業の技術を生かせる分野であることなどから、市内企業の風力関連産業参入に向け、

積極的に取り組んでいきます。 

○ これまでの施策を着実に実施することで市民や事業者による再生可能エネルギー機器の導入

を支援するとともに、公共施設への率先導入については、施設の改修等の機会を捉えて導入を

図るほか、屋根等貸し事業のように民間活力を利用した導入策の検討など、再生可能エネルギ

ーの一層の導入拡大を図ります。 
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施策 2  省エネルギー対策の推進  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

 

緑のカーテンコンクール 

省エネルギー効果が得られる緑のカーテンの取組みを広く紹介

し、また優れた取組みについては表彰することで、省エネルギー・

節電への意識向上を図りました。 

【実績】平成30年度応募総数：38件 

（内訳）家庭部門20件、店舗・事業所部門15件、学校部門３件 

省エネアドバイザー 

派遣事業 

省エネに関する講演会等に、省エネに関する専門知識と豊富な

実績を持つ省エネアドバイザーを講師として派遣しました。 

【実績】平成30年度派遣回数：２回 

環境月間・地球温暖化防

止月間における啓発事業 

広報いわき６月号・12月号を利用して、地球温暖化防止につい

て啓発を実施しました。６月の環境月間では、市内ショッピング

センターにおいて、花の種等を配布し緑のカーテン・省エネルギ

ーの街頭啓発を実施しました。また、民放ラジオ放送や新聞等を

活用した普及啓発を実施しました。 

ライトダウンキャンペー

ンへの参加 

６月21日（夏至の日）と７月７日（クールアース・デー）の両

日の20時から22時までの２時間を中心に、市内21の公共施設にお

いてライトダウンキャンペーンに積極的に参加し、地球温暖化防

止について啓発を実施しました。 

このほか、市ホームページを通じて、省エネルギー行動の普及啓発や省エネルギーに関連する

情報の提供を行いました。 

 

環境指標                                    

⑴ 平成28年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成17年度 令和２年度 平成27年度 平成28年度 
目標 

達成状況 

４ 
家庭から排出される 

市民一人当たりの温室 

効果ガス排出量（注） 

t-CO2 

/年 
1.71 1.69 1.80 1.71 △ 

５ 
自家用車利用に伴う 

温室効果ガス排出量 

（注） 

千t-CO2 

/年 
389.4 389.4 354.2 356.2 ◎ 

（注）指標４，５について、実績値は平成28年度、前年度実績値は平成27年度、基準年度は平成17年度。 

実績値は温室効果ガス排出量の推計に使用する都道府県別エネルギー消費統計データの公表時期に連動

するため２年遅れのものとなっております。なお、資源エネルギー庁が平成28年12月に公表した都道府県別

エネルギー消費統計において、過去公表データの遡及改定が実施されたことなどから、基準値・実績値・目

標値について、遡及改定値を用いて再推計した値に修正しています。 
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⑵ 現状や課題 

 「家庭から排出される市民一人当たりの温室効果ガス排出量」は、前年度と比較し、電気

の温室効果ガス排出係数の改善等の要因により減少しています。 

 「自家用車利用に伴う温室効果ガス排出量」は、環境負荷の少ない自動車の普及などによ

り、目標水準に達しております。 

 

今後の取組み                                 

○ 家庭から排出される市民一人当たりの温室効果ガス排出量については、温室効果ガスの排出

係数にも大きく影響されますが、従来推進してきた節電や省エネルギー行動に取り組むととも

に、省エネルギー効率の高い製品や再生可能エネルギー利用機器の導入を促進する等により、

省エネルギー化の取組みが促進されるよう支援や情報発信を継続します。 

○ 自家用車利用に伴う温室効果ガス排出量については、市内自動車保有台数が増加傾向にある

ことから、環境に優しい運転手法であるエコドライブの普及啓発や温室効果ガスの排出が少な

い低公害車の導入促進を図ります。 

○ 事業所への省エネアドバイザー派遣事業や市の広報媒体を通じ、環境配慮型事業活動の促進

に向けた事業者の意識醸成に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】市内全体からの温室効果ガス排出量 

 

市内全体からの温室効果ガス排出量の

推計については、産業部門、業務部門、家

庭部門、運輸部門などの区分毎に、国のエ

ネルギー統計資料などを用いて、市の製造

品出荷額や人口、自動車保有台数、廃棄物

処理量などから推計しています。 

※ 国のエネルギー統計資料が過去に遡っ

て改訂されたため、平成26年度以前の温

室効果ガス排出量も遡って再推計してい

ます。 

  

平成 30 年度緑のカーテンコンクール大賞作品 

アルパイン株式会社 いわき営業所 
６月の環境月間街頭啓発の様子 
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施策 ３  環境負荷の少ない都市空間の形成  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ エネルギー使用効率の良い都市及び交通の整備 

安全で快適な道路環境の形成や将来にわたり持続可能な公共交通ネットワークの構築を図り、

多様な分野での交流促進を図る事業として、道路網の整備・保全や公共交通の充実などの事業

を推進しました。 

いわき市自転車道路網整

備事業（海岸線ルート） 

平成30年度より、自転車を活用した健康増進や観光交流人口の

拡大を目的に、震災の復旧・復興事業として建設された防潮堤の

管理用通路などを活用し、総延長53ｋｍのサイクリングロードの

整備を開始しました。 

第二次都市計画マスター

プラン及び立地適正化計

画策定業務 

今後の急速な人口減少においても持続可能な都市運営の実現を

図るため、第二次都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の

策定作業を進めています。 

公共交通活性化推進事業 

過度のマイカー利用が、交通渋滞、公共交通の利用者減少、及

び環境問題など、地域交通に関する様々な問題を生じさせている

ことから、市職員の通勤者に対するノーマイカー運動への働きか

けと意識醸成を図り、マイカーから他の移動手段への転換を促進

しています。 

JR常磐線利便性向上事業 

鉄道交通の利用拡大について、全市的に機運の醸成を図るとと

もに、更なる利便性の向上や魅力の創出に向けて、市内の各種団

体や沿線自治体等、様々な団体との連携・協働による各種啓発活

動の取組みを推進しています。 

 

⑵ 緑地の保全・適正な森林整備の推進 

市森林整備補助金 

森林からの恵みを享受する市民全体で森林を支えるとの理念の

もと、森林所有者による森林整備を促進するため、造林事業に対

して補助金を交付しました。 

【実績】平成30年度造林事業実施面積：229.75ha 

豊間地区津波防災公園 

整備事業 

東日本大震災により甚大な被害を受けた豊間地区において津波

災害に強い地域づくりを推進するため高台住宅団地の隣接地に公

園を整備しています。 

津波災害発生時には地区住民や観光客の一時的な避難場所とし

て機能するとともに、発生後は被災者の救援・救助活動の拠点と

なる防災公園として活用します。                               

【実績】8.2ha 平成30年7月30日 供用開始 

 

⑶ 廃棄物の発生抑制 

 第２節 施策１「発生抑制を主眼とした３Ｒの推進」に記載。 
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環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

６ 
一人当たりの都市 
公園面積 

㎡ 15.63 16.97 14.85 16.57 〇 

７ 
造林事業実施面積 
（注） 

ha 15,007.70 17,289.80 15,639.25 15,869.01 △ 

（注）各年度におけるそれまでの累計値 

 

⑵ 現状や課題 

 「一人当たりの都市公園面積」は、前年度から増加し目標値に迫っています。これは、防

災公園など新規で整備している都市公園の整備が完了したこと、及び市内の都市計画区域人

口が減少していることが要因となっています。 

 「造林事業実施面積」は、毎年一定程度の造林事業が実施されており、着実に目標値に近

づいているものの、目標値に対する達成率が低いため、更なる造林に努める必要があります。 

 

 

今後の取組み                                 

○ いわき市自転車道路網整備事業（海岸線ルート）の完了を目指します。 

○ 市内幹線道路の渋滞解消に向け、国や県の関係機関と連携した取組みを今後も推進していき

ます。 

○ 緑地の保全・適切な森林整備の推進については、これまで同様に県補助金に併せて市補助金

を交付し、森林の適正な整備及び保全の促進に努めます。 

○ 令和元年度の公表を目標に、「第二次都市計画マスタープラン」及び「立地適正化計画」の策

定を進めていきます。 

○ 自家用車の普及に伴い、公共交通の利用者が減少して維持が厳しい状況にある中、高齢者や

児童・生徒などの交通弱者の移動手段の確保と環境負荷の軽減を図るため、公共交通の利用促

進に努めます。 

○ 過度の自動車依存は、渋滞の発生や CO2 の排出による環境汚染等、様々な問題を引き起こす

ことから、環境にやさしい交通手段への転換促進を図るため、ノーマイカー通勤の奨励や推進

に取組みます。 
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施策 １  発生抑制を主眼とした３Rの推進  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                      

⑴ リデュース（発生抑制）の推進 

ごみ減量・リサイクル 

推進事業 

リサイクルプラザの見学等による市民の意識啓発事業や、小学

生向け副読本の作成・市役所出前講座の開催・食品ロス削減に向

けた各種広報などの施策を展開しました。 

家庭用生ごみ処理機等 

普及促進事業 

家庭用生ごみ処理機等の購入費の一部を補助し、生ごみの減量

化と再生資源化の促進、並びに市民の自家処理とリサイクルに対

する意識の高揚を図りました。 

【実績】平成30年度補助件数：36件 

 

⑵ リユース（再使用）の推進 

リサイクルプラザクリンピーの家における、修理再生品の提供や出前講座等を通して、ごみ

減量化意識の啓発事業等を実施し、リユースの推進を図りました。 

 

⑶ リサイクル（再生利用）の推進 

再利用可能物の 

清掃センター搬入規制 

古紙類や事業系の木くずなど、再資源化可能なごみについて、

市の廃棄物処理施設への搬入を規制し、廃棄物処理業者の情報を

提供するなど、焼却ごみの削減とリサイクルの促進を図りました。 

紙類分別回収事業 
古紙類を回収し、「燃やすごみ」からの分別徹底を図るとともに、

その再資源化を促進しました。 

リサイクル教室 

リサイクルプラザクリンピーの家において、空き瓶や古布等を

材料にした工芸教室や風呂敷の使用方法の講習会を開催しまし

た。 

リサイクルフェアの開催 

リサイクルプラザクリンピーの家において、市内の環境産業を

担う事業者等の出展やフリーマーケットなどを通して、リサイク

ルに対する関心を高めるイベントを開催しました。 

一般廃棄物ゼロ・ 

エミッション推進事業 

清掃センターから排出される焼却灰（主灰・飛灰）の全量リサ

イクルを開始し、リサイクルの拡大を図りました。また、カレッ

ト残渣（びん選別残渣）、廃乾電池、製品プラスチックのリサイク

ルを行い、リサイクル率の向上に努めました。 

これらのほか、市の廃棄物処理施設への搬入物検査の強化や事業用大規模建築物の所有者等

への減量及び適正処理に関する指導啓発の実施など、様々な３Ｒの取組みを実施しました。 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

８ 
一人一日当たりの 

ごみ排出量 （注） 

ｇ/ 

人・日 
1,067 950 1,020 1,002 △ 

９ リサイクル率 ％ 18.7 24.0 22.3 22.4 ○ 

（注）人口は、各年10月１日の現住人口による。  
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⑵ 現状や課題 

 「ごみの排出量（市民一人当たり）」は、基準年度から減少しているものの、令和２年度

の目標値に対する達成率が低いため、更なる減量に努める必要があります。 

 「リサイクル率」は、基準年度から増加しているものの、前年度から横這いで推移してお

り、令和２年度の目標を達成するためには、ごみの発生・排出抑制と分別の徹底に努める必

要があります。 

 

今後の取組み                                 

○ ごみの発生・排出抑制を基本として、焼却ごみや埋立ごみを可能な限り減量するため様々な

施策を展開します。特に、排出されるごみの８割以上を占める焼却ごみの減量に向けた取組み

を重点的に進めます。 

○ 出前講座や啓発イベントの開催等を通じて、市民のごみの分別やリサイクルに対する意識の

高揚を図るとともに、事業者に対しても、ごみの減量・再資源化に関する情報提供に努め、リ

サイクル率の向上を図ります。 

○ 焼却灰の全量リサイクルを継続して行うとともに、燃やさないごみなどの埋立てごみの再資

源化に向けた調査・検討を進め、更なるリサイクル率向上を図ります。 

○ 環境産業に取り組む事業者や市民団体等との協働を積極的に進め、焼却ごみや埋立ごみの減

量を図ります。 

 

＜参考＞ 年間ごみ排出量の推移                     (単位：ｔ) 

年度 

 

平成26年度 

① 
平成29年度 

平成30年度 

② 

 

基 準 年 度 比 

②-① 

総 排 出 量 135,794 128,690 (Ⓐ) 125,419 △10,375 

 焼却ごみ 112,128 108,351 106,571 △5,557 

 埋立ごみ 1,701 1,453 1,425 △276 

 資源ごみ 10,909 10,633 10,080 △829 

 古 紙 類 11,056 8,253 7,343 △3,713 

 

＜参考＞ リサイクル率（平成30年度実績）          (単位：ｔ) 

 
排出・発生量 

① 

再資源化量 

② 

リサイクル率(％) 

②/① 

主  灰 9,033 9,033 100.0 

飛  灰 3,580 3,580 100.0 

資源ごみ 10,080 8,105 80.4 

古 紙 類 7,343 7,343 100.0 

総  量   (Ⓑ)  28,062 (Ⓑ/Ⓐ)  22.4 
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施策 ２  発生した廃棄物の適正処理  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 一般廃棄物の適正処理 

 ３Ｒによるごみの排出量の抑制を図るため、各種施策を実施しました。 

 また、市の廃棄物処理施設への搬入物検査の強化や一般廃棄物収集運搬業等許可業者への指

導などを実施しました。 

 

⑵ 産業廃棄物の適正処理 

廃棄物処理法に定める廃棄物処理計画と当該計画に係る実施状況の報告に基づき、事業所に

対して指導等を実施しました。 

 

 

環境指標                                     

⑴ 平成29年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成25年度 令和元年度 平成28年度 平成29年度 
目標 

達成状況 

10 
産業廃棄物排出量 

（注1) 

千ｔ/ 

年 
3,371 3,367 3,207 3,326 ◎ 

11 
産業廃棄物減量化 

・再生利用率（注1・注2） 
％ 95 94 95 95 ◎ 

 (注1)福島県の調査結果に基づき実績値を算定するため、基準年度は平成25年度、実績値は平成28年

度・平成29年度、目標年度は令和元年度 

(注2)産業廃棄物排出量のうち、［焼却や脱水による減量化量＋再生利用量］の重量割合 

 

⑵ 現状や課題 

 「産業廃棄物排出量」は、基準年度よりも減少しており、目標値を達成しています。その

要因としては、東日本大震災に伴う復興関連工事等が減少したためと考えられます。 

 「産業廃棄物減量化・再生利用率」は、基準年度と同水準であり、目標水準を維持してい

る状況にあります。 
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今後の取組み                                 

○ 産業廃棄物を多量に排出する事所（年間 1,000トン以上）については、廃棄物処理法に基づ

き、廃棄物処理計画と当該計画に係る実施状況の報告が義務付けられていることから、報告さ

れた計画等を精査し、事業所に対して、適切に指導します。 

今後とも、産業廃棄物の減量化・再利用率がこの水準で維持できるよう、排出事業者に対し

て、適切に指導します。 
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施策 ３  まちの美化と不法投棄の防止 

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ まちの美化 

いわきのまちをきれいに

する総ぐるみ運動 

年２回（春・秋）「環境美化運動期間」に市民総ぐるみ運動を実

施しました。 

【実績】（平成30年度） 

市民総ぐるみ運動 参加者数 ：約207,000人 

           ごみ回収量：約1,771ｔ 

クリンピー応援隊（自主

的な美化活動支援制度） 

駅前や道路などの公共空間において、年間を通じて自主的な美

化活動を行う市民等に対して、清掃用具等の支給や傷害保険加入

等の支援をしました。 
 

⑵ 不法投棄の防止 

不法投棄監視パトロール 

産業廃棄物適正処理監視指導員や不法投棄監視員63名によるパ

トロールや、民間業者による休日監視パトロールを実施すること

により、監視の目の強化を図りました。 

不法投棄監視カメラの 

設置 

支所や地区から要望があった不法投棄常習箇所に、延べ10台の

監視カメラを設置しました。 

不法投棄防止地域活動 

支援事業 

不法投棄を防止するための活動を行う公共的団体等に対して資

材等の交付を行い、不法投棄の未然防止を図りました。平成30年

度は、70団体に看板やダミーカメラなどを交付しました。 

不法投棄監視サポーター

制度 

不法投棄監視サポーター通信等の広報チラシを回覧・配付し、

登録者数の増加を図りました。 

【実績】平成30年度：サポーター登録者数 243名 

平成30年度：サポーターからの通報件数 46件 

不法投棄防止街頭啓発 

５月30日から６月５日までの「全国ごみ不法投棄監視ウィーク」

及び 10 月の不法投棄撲滅強調月間などの時宜を捉えて、関係機関

等と連携し、市内８か所において、市民等に対し啓発活動を実施

しました。 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 平成32年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

12 
クリンピー応援隊 

登録者数 
人/年 5,440 5,600 5,657 5,670 ◎ 

13 
不法投棄（通報） 

件数 

件/

年 
488 410 486 483 △ 
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⑵ 現状や課題 

 クリンピー応援隊参加者数は年々増加しており、平成 30年度末時点で、平成 32 年度目標

値を達成している。これは、市の自主的広報による効果のほか、参加者が増えてきたことか

ら、参加者が知人等へ勧める「口コミ」による効果もあると考えられます。 

 「不法投棄（通報）件数」は、前年度と比べて３件減と、ほぼ横ばいの状況にあります。

これは、不法投棄監視サポーターの増加に伴い、市民ひとりひとりの不法投棄に対する意識

の高まりと、監視の目の強化が図られる一方で、ごみの分別ルールや集積日を知らない・知

ろうとしない・守らない、身勝手で、排出意識のモラルが低い一部の市民が存在しているこ

とが要因として考えられます。 

 

今後の取組み                                 

○ クリンピー応援隊参加者が増加することは、ポイ捨てしない人づくり・環境づくりにつなが

ることから、引き続き参加を呼びかけるとともに、既存団体への丁寧な支援等を通じて、口コ

ミ効果による増加も図ります。 

○ これまでの監視パトロールなどの取組を粘り強く継続していくとともに、新たな不法投棄防

止に向けた取組として特別回収事業を実施し、不法投棄の早期発見と未然防止を図り、生活環

境の保全に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不法投棄監視サポーター通信
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施策 １  生物多様性・自然環境の保全 

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 森林・農地・河川等の保全 

市森林整備補助金 

（再掲） 
第３章第１節施策３「環境負荷の少ない都市空間の形成」に記載 

中山間地域等 

直接支払制度 

中山間地域等の農業生産条件が不利な地域において、５年間以上農

業を続けることを約束した農業者に対して、交付金を交付しました。 

【実績】協定農用地面積：1,202ha 

    協定締結集落数： 81集落 

 

⑵ 緑地の保全・緑化の推進 

都市緑化推進事業 

身近にある美観上優れた樹木・樹林を「いわき市緑の保護及び緑の

育成に関する条例」に基づき指定し、環境の維持及び向上を図ってい

ます。 

 

⑶ 景観・天然記念物等の保全 

景観セミナー 
市民の皆様に広く景観まちづくりの必要性を認識していただくこ

とを目的として、景観まちづくりに関する講演を実施しました。 

このほか、いわき市の景観を守り育て創造する条例に基づく大規模行為の届出制度により、

自然景観や文化的な景観などを損ねないよう配慮を求めています。 

 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

14 
中山間地域等直接 

支払交付対象面積 
ha/年 1,188 1,199 1,193 1,202 ◎ 

15 
エコファーマー 

認定者数 
人/年 646 1,100 452 406 × 

16 緑地協定面積 ha 197.28 239.76 197.28 197.28 △ 

17 保存樹林面積 ha 6.04 6.00 6.04 6.04 ◎ 

 

  



第３章 第３節 自然共生社会づくり 

22 

⑵ 現状や課題 

 「中山間地域等直接支払交付対象面積」は第４期対策（平成27～31年度）により、81集落

と事業計画書及び活動計画書を作成するなどしており、平成30年度末時点で1,202ha、約１

億２千万円の交付金額となり、目標水準を維持しています。 

 「エコファーマー認定者数」については、高齢化等により農業者数が減少傾向にあること、

エコファーマーに認定されても生産物が高額単価で取引される訳ではなく経営的なメリッ

トが見えにくいこと、化学肥料・化学農薬を低減するためには自営地のみならず隣接農地の

状況も考慮に入れる必要があり営農地が限られることなどから、営農者側に認定を受けよう

という意欲が起きにくい状況にあります。 

 「緑地協定面積」は基準年度から変化がなく、目標達成に向けた取組みが必要です。 

 「保存樹林面積」は基準年度から変化がなく、目標水準を維持しています。なお、樹木の

繁茂による剪定や伐採の相談があり、樹木及び樹林を保護することに理解が得にくい状況に

あります。 

 学術上価値の高いものとして「中釜戸のシダレモミジ」など38件が天然記念物に指定され

ているほか、長い歳月をかけた自然の営みにより形成された風致景観や、人々の生活及び風

土によって支えられてきた文化的な景観が各地に点在しています。 

 

 

今後の取組み                                 

○ 中山間地域等においては、高齢化の進行が著しく、将来において農業生産活動が困難である

と考える高齢農家の多くが中山間地域等直接支払集落協定から離脱しました。令和２年度より

始まる中山間地域等直接支払制度（第５期対策）では、制度の周知を図り、既存の集落協定は

もとより、新規に取り組む集落の誘導を推進し、協定農用地面積の拡大を図ります。 

○ 堆肥供給体制の整備・活用を行うとともに、県と連携し、各種イベント等を通じた消費者へ

のエコファーマーの認知度向上及び理解促進と、認証作物の消費拡大を図ります。 

○ 緑地協定については、今後開発行為を行う事業者などに緑地協定制度を周知徹底し、可能な

限り設定されるよう普及啓発を行い、住宅地における緑化及び良好な住環境の創造に努めます。 

○ 保存樹林については、所有者の理解を得ながら、できる限り良好な状態で後世に残せるよう

に、適正な維持管理に努めます。 

○ 文化財への指定などを通じて、学術上または鑑賞上価値の高い名勝地や動植物並びに地域の

生活や風土に根ざした文化的な景観の保存に努めます。 
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施策 ２  動植物保護及び管理  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 希少野生動植物の保護 

風力発電所などの設置事業者に対して、環境影響評価の手続において、希少野生動植物への

影響が最小限となるよう意見しました。 

野生生物生息生育 

状況調査 

(いわき市生き物調査) 

生物多様性に関する理解や自然環境保全意識の向上を図るとと

もに、調査結果を各種環境施策へ活用することを目的に、市民参

加型の生き物調査を実施しました。 

【実績】平成30年度調査対象生物数 16種類 

 

⑵ 鳥獣害への対応 

イノシシ捕獲報償金 

交付制度 

イノシシの捕獲体制を維持し、農作物被害等の拡大防止を図る

観点から、報償金の交付制度を実施しました。 

【実績】平成30年度捕獲頭数 2,914頭 

        （交付実績）2,914頭分 

鳥獣被害対策事業 

市内の農業者に対して、農作物への鳥獣による被害を防止する

ために必要な電気柵等の設置に要する資材の購入費を補助し、農

業者の経費の負担軽減並びに生産意欲の増進を図りました。 

【実績】交付 21名 

   交付金額 1,325千円 

 

⑶ 特定外来生物の移植・移入の回避 

特定外来生物について、市ホームページへの掲載などによる啓発を実施しました。 

 

⑷ 飼養動物の愛護及び管理 

  適正飼養の普及啓発、飼い犬のしつけ方教室や動物愛護フェスティバルの開催などを通じて、

動物の愛護や飼養マナーの啓発を実施しました。 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

18 
野生動植物等調査 

種類数(注1) 
種 0 25 32 48 ◎ 

19 
イノシシの推定生息数

(注2) 
頭 10,290 1,092 7,157 5,549 △ 

(注1)各年度におけるそれまでの累計値 

(注2)目標とする安定生息数に向け、平成26年度当初の推定生息数から各年度の捕獲頭数を除いた値。 
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⑵ 現状や課題 

 「野生動植物等調査」については、平成28年度から事業を開始し、順調に調査種類数を増

やしています。 

 福島県イノシシ管理計画の改定（平成31年3月）により、県内のイノシシの推定生息数が

見直されたことから、市内の推定生息数及び捕獲頭数についても見直す必要があります。 

 

今後の取組み                                 

○ 野生動植物の生息・生育状況の把握は、野生動植物の保護及び保全をするうえで重要な情報

であり、また、自然とのふれあいや協働による環境保全の機会となることから、今後も調査を

実施していきます。 

○ 鳥獣被害対策について、箱わなの貸出し台数の増加や、鳥獣被害防止緊急捕獲等対策交付金

の交付を継続することにより、狩猟者の狩猟意欲向上を図ります。 

○ 飼養動物の愛護及び管理については、現行の事業を継続し、更なる適正飼養の普及啓発に努

めます。 

 

 
特定外来生物の繁殖拡大の防止啓発用チラシ  
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施策 ３  自然とのふれあいの推進  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 自然とふれあう場の維持管理及び活用 

海辺におけるレクリエーションの安全・安心を確保するため海水浴場の水質調査の実施や、

自然とのふれあい空間として公園の維持管理を実施しました。 

これらの他、フラワーセンターや湯の岳山荘など自然体験施設における自然体験学習を実施

しました。 

 

⑵ 自然とふれあう機会の創出 

環境アドバイザー派遣事業や星空観察会、環境まちづくり担い手育成支援事業などの自主的

な環境活動を支援しました。 

環境アドバイザー 

派遣事業 

環境に配慮したまちづくりを推進するため、自然とのふれあい

や野外観察、健康な暮らし、緑化、省エネルギーや省資源の方法

など、市民の皆様が自発的な環境保全活動に取り組むに当たって、

参考となる知識を提供する「環境アドバイザー」を市内各地へ派

遣しました。 

【実績】平成30年度派遣回数：36回 

環境まちづくり担い手 

育成支援事業 

環境学習等の充実による環境に関する市民の意識醸成を図ると

ともに、環境保全活動等の実践者を支援するため、その手法につ

いて公募し、内容を審査して選定された事業者と委託契約を締結

する事業を実施し、協働による環境まちづくりを推進しました。 

【実績】平成30年度委託事業数：３件 

 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

20 海水浴場水質判定基準 ％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 

21 
環境アドバイザー派遣 

事業の受講者数（注） 
人 8,687 20,000 10,501 12,307 △ 

22 
自然体験型イベント 

の開催数 
回/年 22 30 25 29 ○ 

 (注) 各年度におけるそれまでの累計値。数値の精査により、基準値を訂正しました。 
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⑵ 現状や課題 

 「海水浴場水質判定基準」は、遊泳期間前調査（５月）で、水質ＡＡが４海水浴場となり、

市内９海水浴場のうち、開設した久之浜・波立、四倉、薄磯、勿来の４海水浴場において遊

泳適となりました。 

 「環境アドバイザー派遣事業の受講者数」については、前年度より着実に増加しておりま

すが、目標達成に向けては、環境アドバイザーの登録者数の増加や質の向上を図る必要があ

ります。 

 「自然体験型イベントの開催数」は、平成30年度が29回であり、目標値に近づいています。 

 

 

今後の取組み                                 

○ 海水浴場の開設状況に応じて、今後も水質調査を実施し、水質等の把握に努めます。 

○ 環境アドバイザー派遣事業については、環境アドバイザーの派遣申請者に偏りが見られるこ

とから、環境アドバイザーの登録者数の増加や質の向上を図るとともに、広く情報提供を行い、

幅広い層による活用を目指します。 

○ 自然体験型イベントについては、今後とも、自然に対する理解を深め自然の恵みを将来に継

承していくため、自然体験型学習メニューの充実を図るなどして、より多くの市民が自然とふ

れあうことができる機会の創出に努めます。 

 

 

環境アドバイザー派遣事業（森の観察会）の様子  
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施策 ４  大気・水等の保全  

施策の展開（平成30年度の主な取組み内容）                   

⑴ 大気環境の保全 

大気環境の監視 
一般環境大気測定局11局及び自動車排出ガス測定局１局におい

て、常時監視を実施しました。 

発生源の監視 
立入検査（平成30年度実績：３件） 

届出状況確認検査（平成30年度実績：69件） 

 

⑵ 水環境の保全 

水環境の監視 
17河川（19水域・25地点）における河川調査及び９水域・20地

点における海域調査において水質等を監視しました。 

発生源の監視 
水質発生源の立入検査、ゴルフ場排出水監視、小野町一般廃棄

物最終処分場影響監視調査を実施しました。 

生活排水の適正処理 
平成18年に策定した「市総合生活排水対策方針」（平成28年３月

改定）に沿って順次進めています。 

 

⑶ 土壌・地下水環境の保全 

土壌汚染対策法に基づき、調査、土地の形質変更の届出等により状況把握に努めました。ま

た、地下水の水質環境について、市内９地点で概況調査を実施しました。 

 

⑷ 騒音・振動、悪臭の防止 

  発生源に対しては、立入検査を実施し必要に応じて指導を行いました。特に騒音については、

一般地域は10地点、道路に面する地域は国道・県道７路線９区間、高速自動車道沿道において

騒音を調査しました。 

 

⑸ 化学物質対策の推進 

ダイオキシン類の監視 
環境中のダイオキシン類濃度を把握するため、大気、水質、底

質及び土壌について、計17地点で調査を実施しました。 

発生源の監視 
工場等の発生源（２事業場）に対して、排出ガス及び排出水を

検査し、基準の遵守状況を確認しました。 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

23 
大気 

環境基準達成率(注) 
％   88.2 100.0 87.3 87.3 △ 

24 
地下水 

環境基準達成率 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 
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25 
水質（河川） 

環境基準達成率 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 

26 
水質（海域） 

環境基準達成率 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 

27 
騒音（一般） 

環境基準達成率 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 

28 
騒音（交通） 

環境基準達成率 
％ 98.1 100.0 94.5 98.2 △ 

29 
ダイオキシン類 

環境基準達成率 
％ 100.0 100.0 100.0 100.0 ◎ 

30 汚水処理人口普及率 ％ 83.0 94.0 88.3 85.3 × 

(注)調査結果の精査により、平成26年度基準値を修正しました。 

 

⑵ 現状や課題 

 有害大気汚染物質については、調査したすべての地点で環境基準を達成しています。 

 大気環境の保全について、大気汚染物質のうち、二酸化硫黄と光化学オキシダントを除く

二酸化窒素等については、すべての測定局で環境基準を達成しています。二酸化硫黄につい

ては、１局で環境基準（短期的評価）を超過しましたが、その主な要因は、近隣工場の排ガ

スによるものと考えられます。光化学オキシダントについては、すべての測定局で環境基準

を超過しましたが、その主な要因は、春から夏にかけての南風による関東圏からの移流等が

考えられます。 

 水環境の保全について、河川及び海域についてすべての類型指定水域で環境基準を達成し

ています。また、地下水環境の保全について、市内９地点で概況調査を実施し、全地点で基

準を達成しています。 

 騒音における環境基準の達成率については、一般地域（環境騒音）は市内10地点で100％、

道路に面する地域（自動車交通騒音）は1,856戸を調査し、98.2％の達成率となっています。 

 大気、水質、底質及び土壌中のダイオキシン類濃度については、調査した17地点のすべて

の地点で環境基準を達成しています。 

 汚水処理人口普及率の内訳について、下水道普及率 54.1％、農業集落排水施設普及率

1.3％、合併処理浄化槽普及率 29.9％（地域汚水処理施設 2.0％を含む）であり、生活排水

の適正な処理に向けた取組みを順次進めています。 

 

今後の取組み                                 

○ 今後も引き続き、大気環境、水環境及びダイオキシン類の常時監視や発生源に対する立入検

査等を実施し、大気汚染の未然防止や水環境の保全に努めます。 

○ 騒音・振動、悪臭については、常時監視や発生源に対する立入検査等を実施することで、生

活環境の保全に努めます。 

○ 下水道事業については、企業会計の導入により、経営・資産の状況を正確に把握できるよう

になり、持続可能な下水道事業に向けた経営健全化などの取組みを推進するとともに、合併処

理浄化槽については、その普及促進や適正な維持管理水準の確保に向けた取組みを推進します。 
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施策 １  空間線量モニタリング及び除染 

施策の展開（平成 30 年度の主な取組み内容）                   

⑴ 空間線量モニタリング等の実施 

空間線量率の測定 

いわき市内2,000か所以上の空間線量率を年２回測定し、その結

果を「いわきｉマップ（放射線量測定マップ）」で公表しました。 

【実績】ｉマップの更新：２回 

このほか、国・県においても、環境放射線モニタリングを実施し、ホームページ上で公表し

ております。 

 

⑵ 除染の実施及び汚染廃棄物の処理 

除去土壌等の搬出 

除染により発生し、学校等に現場保管されている除去土壌等を、

仮置場へ搬出しました。 

【実績】搬出箇所数：80か所 

仮置場の管理 

リアルタイム常時監視システムにより、市内に設置されている

仮置場の空間線量率を常時監視しています。 

また、その結果をインターネット上で公開しています。 

 

⑶ 市民への情報提供等 

出前講座等 

専門家等による講演会や出前講座等を実施し、放射線に関する

知識・情報の提供を行いました。 

【実績】講演会：１回、59人 

線量計の貸し出し 

市民自らが生活環境における空間線量率を測定できるよう、線

量計の貸し出しを行っています。 

【実績】貸出件数：147件 
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環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

31 
年間追加被ばく線量が 

１mSv以下となる地点の 

割合（注1） 
％ 98.2 100.0 100.0 100.0 ◎ 

32 
住宅除染進捗率 
（注2・注3・注4） 

％ 33.8 100.0 100.0 100.0 ◎ 

（注1）国・県の環境放射線モニタリングデータにおける0.23μSv/h以下の地点数の割合。 

（注2）基準年度は平成27年3月末時点の進捗率。目標年度は、平成28年度。 

（注3）平成26年度及び平成27年度はいわき市除染実施区域のうち、小名浜、勿来、常磐を除く。 

（注4）平成29年度までに49,062戸の住宅除染を実施。 

 

⑵ 現状や課題 

 平成 23 年12 月に「いわき市除染実施計画」を策定して以来、子どもの生活環境を優先的

に除染するとも、比較的空間線量の高い北部４地区（川前、久之浜・大久、小川、四倉地区）

から順に除染を進めてきた結果、平成29年11月までに市内の面的除染は完了しました。 

 その結果、市内の平均空間線量率が、平成24年３月は毎時0.18マイクロシーベルトでした

が、平成31年３月には0.08マイクロシーベルトと半減しています。 

 

 

今後の取組み                                 

○ 今後も引き続き、市民生活の安全・安心の確保のため、市内の生活空間及び仮置場における

空間線量率のモニタリングを実施します。 

○ 小・中学校や幼稚園・保育所、公園などの施設を除染したことにより発生した除去土壌等に

ついては、その多くが当該施設の地下などに現場保管されていますが、子どもたちの生活環境

の安全・安心の確保のため、仮置場への集約を速やかに実施します（令和元年度終了予定）。 

○ 仮置場の早期解消に向けて、仮置場の除去土壌等を中間貯蔵施設へ速やかに搬出するよう、

国に対して強く要望していきます。 

○ 市内の面的除染については完了しましたが、子どもの生活環境において局所的に空間線量の

高い「ホットスポット」が発見された場合には、その解消に向けた対策を実施します。 

 

 

 

 



第４章 第１節 計画推進の仕組み 
 

31 

推進 １  協働による環境保全 

施策の展開（平成 30 年度の主な取組み内容）                   

⑴ 各主体との協働 

いわき子ども環境賞 

コンクール 

子どもたちの環境保全に対する理解を深め、意識高揚を図るこ

とを目的に、いわき地域環境科学会の主催、市の共催、教育委員

会の後援により、小中学生を対象として環境保全を呼びかける標

語を募集し、優れた作品を表彰する、第 15 回「いわき子ども環境

賞」コンクールを行いました。結果については、市ホームページ

等により、広く市民に周知し、環境保全の大切さを訴えました。 

【実績】平成 30 年度応募件数：458 件 

いわきのまちをきれいに 

する総ぐるみ運動（再掲） 
第３章第２節施策３「まちの美化と不法投棄の防止」に記載 

野生生物生息生育状況調査 

(いわき市生き物調査) 

（再掲） 

第３章第３節施策２「動植物の保護及び管理」に記載 

環境まちづくり担い手 

育成支援事業（再掲） 
第３章第３節施策３「自然とのふれあいの推進」に記載 

  

⑵ 各主体間の連携 

  環境保全に係る知識の普及や担い手の育成等を図るために設置している「環境まちづくり推

進基金」に篤志家から寄附をいただきました。 【寄附額】２件（263,180円） 

 

⑶ 関係機関との連携 

高速自動車道に係る騒音問題を解消するため、苦情地点における騒音値などの実態把握に努

めるとともに、県内市町村と連携して、NEXCO 東日本へ調査結果を伝えました。 

 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

33 

ISO14001・ 

エコアクション21 

認証取得事業所数 

件 75 85 83 87 ◎ 
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⑵ 現状や課題 

 ISO14001・エコアクション21の認証取得事業所数は、前年度より増加し、目標値に達しま

した。 

 

 

今後の取組み                                 

○ 環境マネジメントシステムの国際規格である ISO14001 や環境省のガイドラインに基づいた

簡易な環境マネジメントシステムであるエコアクション 21の認証取得は、環境に配慮した事業

活動の取組みにつながることから、引続き取得事業者の増加に努めます。 

○ 市民、事業者及び市民団体等との協働による環境保全の取組みの充実を図るため、引続き、

「子ども環境賞コンクール」や「環境まちづくり担い手育成支援事業（公募提案事業）」などの

取組を継続して実施するとともに、各主体が実施する環境保全活動に積極的に参画・後援して

いきます。 

○ また、「環境まちづくり推進基金」を有効に活用することで、自発的な環境保全活動の輪をさ

らに広げる取組みを進めていきます。 

○ 地域と一丸となったまちの美化及び不法投棄の防止を図るため、「いわきのまちをきれいにす

る総ぐるみ運動」を継続して実施するとともに、クリンピー応援隊や不法投棄監視員等と連携

して環境保全に努めます。 

○ 大気汚染や水質汚濁などの環境問題については、県内市町村や各種環境団体と連携しながら、

その実態把握に努めるとともに、発生源に対して、改善等を指導していきます。 
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推進 2 環境配慮活動に対する支援 

施策の展開（平成 30 年度の主な取組み内容）                   

⑴ 環境情報の収集及び提供 

再生可能エネルギー普及 

促進事業 

市民に再生可能エネルギーに対する理解を深めてもらうため、

パンフレット「みんなの再生エネルギータウン」を作成し、市内

の小学校等に配布するとともに、市ホームページに掲載しました。 

環境月間等における 

普及啓発活動 

６月の環境月間に合わせて、環境の保全についての関心と理解

を深め、環境保全活動を行う意欲を高めることを目的に、街頭啓

発活動を行いました。 

また、６月の環境月間や12月の地球温暖化防止月間などの機会

を捉えて、広報紙やSNS等を通じて普及啓発を行いました。 

 

⑵ 環境教育・環境学習の推進 

出前講座 
市役所出前講座を通じて、様々な環境問題や市の取組みについ

て紹介しました。 

星空観察会 

いわき天文同好会との共催により、夏（９月）と冬（１月）に

開催して、星空の観察という身近な方法を通じて、大気環境保全

に対する意識の高揚を図りました。 

【実績】平成30年度延べ参加者数：79人 

せせらぎスクール指導者

養成講座 

福島県との共催により開催し、水生生物に関する理解を深める

とともに、水環境保全の意識の高揚を図りました。 

自然探訪会 

夏（７月）と秋（９月）に、親子を対象として開催して、

生物多様性に関する知識や自然環境保全への意識の向上を図

りました。 

【実績】平成30年度延べ参加者数：43人 

 

⑶ 環境に配慮した市民活動の促進 

「環境まちづくり推進 

基金」の活用 

環境アドバイザーや省エネアドバイザーの派遣、緑のカーテン

コンクール、子ども環境賞コンクールなどの事業を通じて、市民

団体等の主体的な環境保全活動を支援しました。 

「市民活動ガイド」の発行 

市内の市民活動団体の情報（活動内容、会員募集の有無等）

を市ホームページで公表し、環境美化を含む市民活動全般の

活性化を図りました。 

 

⑷ 環境に配慮した事業活動の促進 

風力関連産業推進事業（再掲） 第３章第１節施策１「再生可能エネルギー利用の推進」に記載 

バッテリーバレー 

推進事業（再掲） 
第３章第１節施策１「再生可能エネルギー利用の推進」に記載 

エネルギー分野に関する取り

組みを街づくりに生かすため

の総合調整（再掲） 

第３章第１節施策１「再生可能エネルギー利用の推進」に記載 
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環境指標                                   

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

34 
こどもエコクラブ 

会員数（※） 
人 847 2,700 922 922 △ 

35 
森林ボランティア 

活動等参加者数  
人/年 626 1,000 850 764 × 

（※）各年度におけるそれまでの累計値 

 

⑵ 現状や課題 

 「こどもエコクラブ」については、前年度実績値から横ばいとなっています。目標達成に

向けて学校等に呼びかける必要があります。 

 「森林ボランティア活動等参加者数」については、今年度、森林ボランティア活動団体の

１団体が減少したことから、参加者数が減少しています。 

 

 

今後の取組み                                 

○ こどもエコクラブについては、市公式ホームページを活用し登録を呼びかけるとともに、関

係団体へ個別に案内を送ることにより、会員数の増員を図ります。 

○ 森林ボランティア活動については、広報紙等を通じてＰＲし、今後とも参加者の拡大及び地

域住民との連携に努め、地域における豊かな森林・緑地の創造を目指します。 

○ 再生可能エネルギーや省エネルギー、ごみの減量やリサイクル及び自然保護などの様々な環

境情報について、市ホームページや広報紙等により市民に発信するとともに、６月の環境月間

や12月の地球温暖化防止月間等の機会を捉えて普及啓発活動を実施することで、環境保全につ

いての関心と理解を深め、環境保全活動を行う意欲が高まるよう努めていきます。 

○ 星空観察会、せせらぎスクール及び自然観察会については、より多くの市民の参加を図りな

がら、身近な指標や生き物を用いた環境教育を推進します。 

○ 市役所出前講座事業のメニューについて、市民の要望により、より内容の充実化を図り、市

民の環境への関心を高めるように努めます。 

○ 環境美化を含む市民活動団体から申請があった場合、審査結果に基づいて助成を行います。 

○ 引き続き、市民活動ガイドの更新を行い、環境美化を含む市民活動全般について、情報発信

を行います。 
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推進 3 市の率先した環境配慮 

施策の展開（平成 30 年度の主な取組み内容）                   

⑴ 環境配慮行動の推進 

  昼休みの電気消灯や夏期期間のクールビズ及び冬季期間のウォームビズを積極的に推進し、

消費電力の削減に努めました。 

  また、公用車のエコドライブや、職員一人ひとりがマイカー利用通勤を公共交通機関や職員の

車の相乗り等を推進し、二酸化炭素の排出量削減に努めました。 

 

⑵ 公共施設の整備・管理運営などにおける環境配慮 

  いわき医療センターに太陽光発電設備及び太陽熱利用設備を導入しました。 

 

⑶ 職員の環境配慮意識の向上 

    庁内で使用する物品の調達において、グリーン購入を推進するため、庁内掲示等を通じて、

職員の環境配慮に対する意識啓発を行いました。 

 

⑷ 庁内の体制整備 

  環境基本計画の実施総合的かつ効果的な推進を図るため、庁内組織である「いわき市環境調

整会議（幹事会）」に対して、市環境基本計画（第二次）一部改定版の実施状況を報告し、本計

画の進捗管理を行っております。 

 

 

環境指標                                    

⑴ 平成30年度の実績と評価 

 

単位 
基準値 目標値 実績値 

平成26年度 令和２年度 平成29年度 平成30年度 
目標 

達成状況 

36 
市役所等における 

電気使用量 

千kWh 

/年 
93,779 89,091 92,861 93,388 × 

37 
再生可能エネルギー 
率先導入件数 

件 73 
増加を 
目指す 

118 120 ◎ 

38 
紙（コピー用紙）の 

使用量（注） 
t/年 230 219    317 330 × 

39 
市本庁舎・東分庁舎 

からのごみ排出量 
t/年 201 191      183 197 × 
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（単位：千ｔ-CO2）

H26 H27 H28 H29 H30

3.8 3 .8 4 .5 4 .5 4 .0 

本庁舎 2.6 2.6 2.7 2.7 2.3 

東分庁舎 0.2 0.2 0.7 0.7 0.7 

支所等 1.0 1.0 1.1 1.1 1.0 

109.9 100.1 100.5 95.2 108.9 

 市民利用施設
（学校、公民館、競輪場、市場、アリオス等）

18.5 18.2 18.0 18.2 16.9 

 市民サービス事業
（共立病院・消防本部）

9.9 9.7 9.4 9.3 10.7 

 ライフライン事業
（焼却施設、浄水場、浄化センター等）

81.5 72.1 73.1 67.7 81.3 

8 .1 8 .9 8 .5 8 .3 8 .9 

121.8 112.8 113.5 108.0 121.8 

区分

指定管理者制度導入施設

合計

オフィス部門

事業部門

⑵ 現状や課題 

 市役所等における電気使用量は、前年度からほぼ横ばいで推移しており、目標値を達成す

るためには、更なる節電に取り組む必要があります。 

 再生可能エネルギー率先導入件数は、基準年度から増加しており、目標を達成する見込み

です。 

 紙（コピー用紙）の使用量は、前年度と比較して、約 13ｔ（4.1％）の増となっており、各

部門において増加傾向にあります。 

 本庁舎・東分庁舎から排出されたごみの排出量は、基準年度からは減少しているものの、

前年度からは増加しています。社会経済情勢の変化による行政需要の変動に伴い、排出する

ごみの総量も年度により増減することから、引き続き、排出ごみの縮減や分別による再資源

化を進める必要があります。 

 

今後の取組み                                      

○ 市役所等における電気使用量については、特に電気の使用量が増加する夏季及び冬季を中心

に、こまめな電源オフ、冷暖房温度の適温管理（夏の冷房 28 度、冬の暖房 20 度）、残業時の必

要最小限の使用や昼休み時の窓口部門以外の消灯等の徹底に努めます。 

○ 再生可能エネルギーの率先導入については、今後も、費用対効果などの検証を行いながら、

施設の改修等の時機を捉えて推進していきます。 

○ 紙（コピー用紙）の使用量の削減に向けては、各部門における使用実態等を勘案しながら、

全庁的な電子メール、電子決裁の活用等による書類のペーパーレス化、使用済みコピー用紙（裏

紙）の再利用、資料・事務手続きの簡素化の検討、両面印刷による資料のスリム化、必要最小

限のコピーを徹底するなどの取組みを継続的に推進していきます。 

○ 本庁舎・分庁舎から排出される燃やすごみについては、事務事業等の変動により、年度によ

って排出されるごみ総量も増減することから、引き続き、関係部署とも連携しながら、職員自

らが率先して環境配慮に努める意識醸成を図り、排出ごみの縮減や分別の一層の徹底を図って

いきます。 

○ 今後も、市民、事業者等の自主的かつ積極的な取組みを促していくため、市自らが一事業者・

一消費者として、率先した環境配慮に努めていきます。 

 

【参考】市役所等からの温室効果ガス排出量の推移 
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○いわき市環境基本計画（第二次）一部改定版における環境指標の説明 

№ 環境指標 指標の説明 担当課

1
太陽光発電導入量
（設備容量の累計値）

市内の住宅、事業所・店舗及び市有施設における太陽光発電システムの導入量（最
大公称出力）の累計値です。住宅、事業所・店舗等への導入状況は、「いわき市環
境負荷軽減機器導入促進補助事業」による導入実績のみを算入しています。

環境企画課

2
木質バイオマス熱利用導入量
（設備利用による熱量の累計値）

市内の住宅、市有施設における木質バイオマス熱利用の導入量の累計値です。住宅
への導入状況は、「いわき市環境負荷軽減機器導入促進補助事業」による木質ペ
レットストーブ導入実績のみを算入しています。

環境企画課
林務課

3
化石エネルギー消費削減量
（原油換算時）（累計値）

市公共施設や補助事業により、民間へ導入された太陽光発電、太陽熱利用、風力発
電、木質ペレット等による再生可能エネルギー導入量に原油換算係数を乗じて算定
しています。※民間事業者等が独自に導入した実績は含まれていません。

4
家庭から排出される市民一人あたりの温
室効果ガス排出量

家庭から排出される市民一人当たりの温室効果ガス排出量です。家庭で使用される
電力やガスの消費量などから算定される都道府県別エネルギー消費統計を利用して
温室効果ガス排出量を推計し、人口で除して算定しています。算定に必要な各種統
計資料の公表時期等の関係上、３年遅れの実績値になります。

5 自家用車利用に伴う温室効果ガス排出量
自家用車の利用による温室効果ガスの排出量です。国の総合エネルギー統計を利用
して推計し、市内保有台数で除して算定しています。算定に必要な各種統計資料等
を揃える関係上、３年遅れの実績値になります。

6 一人当たりの都市公園面積 本市における都市公園面積を都市計画区域人口（各年4月1日）で除したものです。 公園緑地課

7 造林事業実施面積（累計値）
「市森林整備補助金（平成22年度までは造林補助金）」を交付した平成7年からの
累積面積です。

林務課

8 一人一日当たりのごみ排出量 年間のごみ総排出量を人口（10月1日現在）、年間日数で除したものです。

9 リサイクル率 ごみの総排出量に対する再生利用（リサイクル）量の割合です。

10 産業廃棄物排出量

本市内の事業所から排出される産業廃棄物量です。福島県が行っている「福島県産
業廃棄物排出処理状況確認調査」（全県を対象）により把握しています。なお、当
該調査に係る各年度の事業所等の個別データは、次年度に収集され、次々年度に集
計されるため、最新の数値は平成28年度になります。

11 産業廃棄物減量化・再生利用率

本市内の事業所から排出される産業廃棄物の減量化・再生利用率です。福島県が
行っている「福島県産業廃棄物排出処理状況確認調査」（全県を対象）により把握
しています。産業廃棄物排出量は東日本大震災により生じた災害廃棄物等を含めな
いよう修正しています。なお、当該調査に係る各年度の事業所等の個別データは、
次年度に収集し、次々年度に集計されるため、最新の数値は平成28年度になりま
す。

12 クリンピー応援隊登録者数 クリンピー応援隊として自主的な美化活動を行っている人数です。 ごみ減量推進課

13 不法投棄（通報）件数 市に通報のあった不法投棄件数です。 廃棄物対策課

14 中山間地域等直接支払交付対象面積

「中山間地域等直接支払集落協定」を締結した集落の協定農用地面積です。
この協定は、農地が傾斜地にありまとまった耕地が少ないなど、平地に比べて生産
性が低く、耕作放棄が起こりやすい中山間区域などの農業者や生産組織などが、耕
作放棄地の発生を防止するため、農業生産活動や農地の多面的な機能を増進する活
動について話し合い、これらの内容を集落協定として締結したものです。この協定
に基づいて、農地の不利性や耕作する面積に応じて交付金（中山間地域等直接支払
交付金制度）が交付されます。

15 エコファーマー認定者数
「福島県持続性の高い農業生産方式の導入に関する計画」を県に提出し、認定を受
けた農業者数です。

16 緑地協定面積

締結された「緑地協定」の面積です。緑地協定は、都市計画区域または準都市計画
区域内における相当程度の土地において、良好な環境を確保するため、土地所有者
全員の合意に基づき、現在ある緑地の保全や新たな緑化の推進を図ることを目的に
結ぶものです。

17 保存樹林面積

「いわき市緑の保護及び緑の育成に関する条例」に基づく保存樹林面積です。保存
樹林とは、「自然環境と美観風致の維持確保」「潤いのある市民生活」「緑化推進
と緑化知識の啓発」「巨木・古木を後世に残す」を目的として、指定された樹木の
集団です。

18 野生動植物等調査種類数
市内で採取・同定した野生動植物の種類数の累計値です。市内の生物多様性の状況
を調査し、野生生物の保護・管理のための基礎資料の作成を目指しています。東日
本大震災などの影響により、当面の間、事業の実施を見送っている状況です。

19 イノシシの推定生息数
有害鳥獣被害の大部分を占めるイノシシの累計捕獲頭数です。「福島県イノシシ管
理計画」に基づく安定生息数を目標に、推定される生息数からイノシシの捕獲（有
害駆除、狩猟）頭数を除いた値です。

20 海水浴場水質判定基準
海水浴場に供される公共用水域を調査し、判定基準の「水質ＡＡ、Ａ、Ｂ、Ｃ、不
適」の５段階のうち、遊泳に「適」となる「水質ＡＡまたは水質Ａ」の水質判定の
海水浴場の割合です。

環境監視センター

21 環境アドバイザー派遣事業の受講者数 環境アドバイザー派遣事業の年間受講者数の平成21年度からの累計人数です。

22 自然体験型イベントの開催数
市が主催・共催等を行う「自然とのふれあいを目的としたイベント」の年間の開催
数です。

環境企画課

環境企画課

農業振興課

廃棄物対策課

ごみ減量推進課

環境企画課

公園緑地課
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○いわき市環境基本計画（第二次）一部改定版における環境指標の説明 

 

№ 環境指標 指標の説明 担当課

23 大気環境基準達成率

大気環境における二酸化いおう等の大気汚染物質６項目及びベンゼン等の有害大気
汚染物質４項目を市内12の測定局で常時監視し、環境基準達成率を評価していま
す。大気環境の概観を示すため、「延べ基準達成測定局数／延べ測定局数」を指標
化しています。

24 地下水環境基準達成率

地下水の水質汚濁状況を常時監視するために実施する「概況調査９地点（ローリン
グ方式及び定点方式）」を実施した井戸の環境基準達成率です。地下水環境の概観
を示すため、「延べ基準達成測定地点数／延べ測定地点数」により指標化していま
す。

25 水質（河川）環境基準達成率

26 水質（海域）環境基準達成率

27 騒音（一般）環境基準達成率

28 騒音（交通）環境基準達成率

29 ダイオキシン類環境基準達成率

大気、水質、底質及び土壌の各調査地点における「ダイオキシン類対策特別措置
法」に基づく環境基準達成率です。ダイオキシンに関する環境基準達成状況の概観
を示すため、「延べ基準達成測定地点数／延べ測定地点数」により指標化していま
す。

30 汚水処理人口普及率
本市の人口に占める生活排水処理施設の処理区域内人口等（公共下水道、農業集落
排水、地域汚水処理施設の処理区域内人口及び合併処理浄化槽利用人口）の割合で
す。

経営企画課

31
年間追加被ばく線量１mSv以下となる地
点の割合

国・県の環境放射線モニタリングデータにおける0.23μSv/h以下の地点数の割合
です。

32 住宅除染進捗率
「市除染実施計画」に基づく、住宅除染の進捗率です。（平成26年度及び平成27
年度は、除染実施区域のうち、小名浜、勿来、常磐地区を除きます。）

33
ISO14001・エコアクション21認証取
得事業所数

環境に配慮した事業活動への取り組みとして、環境マネジメントシステムの国際規
格であるISO14001及び環境省のガイドラインに基づいた簡易な環境マネジメント
システムであるエコアクション21の認証を取得している市内の事業所数です。
件数は、公益財団法人日本適合性認定協会及びエコアクション21中央事務局のホー
ムページで公開されている市内事業所数です。

34 こどもエコクラブ会員数
子どもたちがそれぞれの地域で自主的に環境学習を行う「こどもエコクラブ」に登
録している平成21年度からの累積会員数です。

35 森林ボランティア活動等参加者数

植樹や下刈りなど豊かな森林づくりの活動に、自主的に参加した市民の人数です。
「いわき市森林ボランティア活動支援事業補助金」を受けた団体及び「市植樹祭」
参加者を包括的な森林ボランティアとして捉え、それぞれの取組みの年間総参加者
数を「豊かな里地・里山づくり」の取組み具合を示す指標に設定しています。

林務課

36 市役所等における電気使用量 市役所等の事務事業において使用する電気の使用量です。

37 再生可能エネルギー率先導入件数
地球温暖化防止や石油代替エネルギーとして活用される新エネルギー（太陽光発
電、太陽熱利用、風力発電、バイオマス熱利用など）の市有施設への導入件数で
す。

38 紙（コピー用紙）の使用量
市の事務事業にて直接使用する紙（コピー用紙）の使用量です。ただし、指定管理
者制度導入施設を除いています。

39 市本庁舎・東分庁舎からのごみ排出量 市役所本庁舎及び東分庁舎から排出されるごみの排出量です。
環境企画課
総務課

環境企画課

環境監視センター

河川及び海域における生活環境項目のBOD（生物化学的酸素要求量）又はCOD
（化学的酸素要求量）の環境基準達成率を評価しています。達成状況については、
「延べ基準達成測定地点数／延べ測定地点数」により指標化しています。

「一般地域（環境騒音）」及び「道路に面する地域（自動車交通騒音）」における
環境基準の達成率を評価しています。
騒音に関する環境基準達成状況の概観を示すため、環境騒音が「延べ基準達成測定
地点数／延べ測定地点数」、自動車交通騒音が「評価区間における基準達成戸数／
評価区間における全戸数」を指標化しています。

環境企画課

除染対策課
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